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 【研究背景】昨今、法整備により、全国に就労移行支援事業所が急増しており、それら
就労移行支援事業所において様々な内職作業や、清掃や農業等の施設外就労などが行わ
れている。しかしながらその多くの事業所では、毎日行われる内職作業や、清掃や農業
場面等での能力を把握するための評価ツールは少なく、職業レディネスチェックや一般
職業適性検査、ワークサンプルなど、場面ではなく、職業能力を総合的に把握するもの
が多い。そこで本研究では、就労移行支援事業所の普段の職業訓練内容を的確に且つ簡
便に評価出来、またさらに本人に、結果を本人にフィードバックできるような評価ツー
ルを作成したいと考える。この評価表を開発することは、スタッフ・本人共に的確な職
業能力を把握でき、職種とのマッチングや効果的な就労支援に繋がると考える。また具
体的な就労支援方法についての一助になると考える。  
【研究目的】障害者の効果的な就労支援のためには、スタッフは、普段の職業訓練場面
を観察し、的確に本人の有する能力を把握し、また把握した能力を障害者自身にフィー
ドバックし、自己について気づくことが重要であると考える。そこで本研究では、就労
をめざす障害者のための職業訓練場面における評価ツールを開発することを目的とし、
その前段階として就労移行支援事業所における評価の使用状況やその必要性、その他現
状の事業所の問題点について調査を実施した。  
【研究方法】静岡県内の就労移行支援事業所、現在の作業内容や現状の職業訓練場面の
評価方法や課題となることについてアンケートによる郵送調査を行った。  
【結果】静岡県内の就労移行支援事業所 101 件に送付、54 通の返信があり、回収率は
53.5％であった。評価の実施に関しては全体の 75％が実施しており、実施していないと
回答した事業所においても 90％が「必要性を感じている」と回答した。使用している評
価用紙は事業所独自のものが 83.3％と最も多く、続いて厚生労働省の作成したものが
16.7％であった。評価の賃金への反映では 77.3％が賃金には反映していないと回答し
た。評価において最も重要な項目では「基本的挨拶」が最も多く 65.6％、続いて「作業
能力」62％、「コミュニケーション」55％であった。今後必要と感じる評価では「能力
に応じて賃金を反映できるシート」が最も多く、続いて「障害別」であった。その他自
由記載には、「スタッフの評価と本人の評価との差の解消に苦戦している」、「スタッフ
の主観的な感情が反映される場合がある」、「個別化がしたいが概要程度しか把握できな
い」等の意見が述べられていた。事業所全体の運営に関する課題としては、「利用者確
保が困難」と回答した事業所が最も多く、全体の 60.5％が回答した。その他「職員教育
の必要性」も高く、全体の 73％が回答した。具体的な必要だと感じる職員教育の内容に
は「障害や疾病の理解」が最も高く、全体の 73％が回答した。利用者に関する課題とし
ては利用者の「対人関係能力等の問題」が最も多かった。  
【考察】今回の研究の結果より、事業所全体の課題として利用者確保、職員の教育の必
要性が述べられており、今後それらの課題を解決し、事業所のニーズに応じた、より質
の高い支援を可能とするような評価ツールの開発が必要であると考える。  
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